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■厚生労働省が示す水道のビジョン

強靱強靱

■水道事業ビジョン ： 水道事業者等が作成すべきビジョン
長期的視点を踏まえた戦略的な水道事業の計画立案の必要性、
給水区域の住民に対し、事業の安定性や持続性を示していく責任

→ 必要と考えられる経営上の事業計画について、水道事業のマス
タープランとして策定、公表するもの

新水道ビジョン策定

（平成25年3月）

地域水道ビジョンによる各種施策の積極的な推進

水道事業ビジョン作成の手引き

（平成26年3月19日付け健水発0319第4号）

水道事業ビジョンの推進

安全安全

持続持続

挑戦

連携
広域化・官民連携による基盤強化
水道施設のレベルアップ
アセットマネジメントの徹底

重点的な
実現方策
（例）

都道府県水道ビジョンの策定
水道事業ビジョンの策定

役割分担
の明示

水道事業ビジョンの内容（作成の手引きより）

○水道事業ビジョンの記載事項

１ 水道事業の現状評価・課題
２ 将来の事業環境
３ 地域の水道の理想像と目標設定
４ 推進する実現方策
５ 検討の進め方とフォローアップ

○目標設定

• 長期的には、50年～100年先を視野
に理想像を設定

• 短期的には、策定後10年程度の具
体的な目標を設定

• アセットマネジメント、水安全計画及
び耐震化計画の３つに取り組み、課
題解決に必要な目標を設定。

○作成の留意事項

• ビジョンの作成が目的ではなく、課
題解決の取組を推進するためのマ
スタープランとして、実効性のある
内容（実現方策）を盛り込む。

• 都道府県水道ビジョンにおける実
現方策と整合しつつ、必要に応じ
て事業者間で連携して作成。 1
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注）平成26年度末時点で、水道課が確認したビジョン数を基に割合を算出。

職員数が少なく、
ビジョン作成への
取り組みが低調

水道事業ビジョン策定率は平成２６年度末で６４％となっており、目標値を下回っているものの、毎年
着実に策定率が伸びている。

規模別に見ると、給水人口５万人未満の事業体における策定率が低調となっており、ビジョン作成に
向けた取組が望まれる。

平成26年度末策定状況（上水道事業）

上水道事業の規模（現在給水人口）別の策定状況

注）現在給水人口は
平成24年度水道統計による
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3

水質基準
（水道法第４条）

水質管理目標設定項目
（平成15年局長通知）

要検討項目
（平成15年審議会答申）

•具体的基準を省令で規定

•重金属、化学物質については浄水から評価値
の10％値を超えて検出されるもの等を選定

•健康関連31項目＋生活上支障関連20項目

•水道事業者等に遵守義務・検査義務有り

•水質基準に係る検査等に準じた検査を要請

•評価値が暫定であったり検出レベルは高くない
ものの水道水質管理上注意喚起すべき項目

•健康関連13項目＋生活上支障関連13項目

•毒性評価が定まらない、浄水中存在量が不明等

•全47項目について情報・知見を収集

最新の知見により常に見直し
（逐次改正方式）

水道水質基準制度について



項目 基準 項目 基準

一般細菌
1mlの検水で形成される集落数が100
以下

総トリハロメタン 0.1mg/L以下

大腸菌 検出されないこと トリクロロ酢酸 0.03mg/L以下

カドミウム及びその化合物
カドミウムの量に関して、0.003mg/L以
下

ブロモジクロロメタン 0.03mg/L以下

水銀及びその化合物 水銀の量に関して、0.0005mg/L以下 ブロモホルム 0.09mg/L以下
セレン及びその化合物 セレンの量に関して、0.01mg/L以下 ホルムアルデヒド 0.08mg/L以下
鉛及びその化合物 鉛の量に関して、0.01mg/L以下 亜鉛及びその化合物 亜鉛の量に関して、1.0mg/L以下

ヒ素及びその化合物 ヒ素の量に関して、0.01mg/L以下 アルミニウム及びその化合物 ※
アルミニウムの量に関して、0.2mg/L以
下

六価クロム化合物
六価クロムの量に関して、0.05mg/L以
下

鉄及びその化合物 鉄の量に関して、0.3mg/L以下

亜硝酸態窒素 0.04mg/L以下 銅及びその化合物 銅の量に関して、1.0mg/L以下
シアン化物イオン及び塩化シアン シアンの量に関して、0.01mg/L以下 ナトリウム及びその化合物 ナトリウムの量に関して、200mg/L以下
硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10mg/L以下 マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して、0.05mg/L以下
フッ素及びその化合物 フッ素の量に関して、0.8mg/L以下 塩化物イオン 200mg/L以下
ホウ素及びその化合物 ホウ素の量に関して、1.0mg/L以下 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 300mg/L以下
四塩化炭素 0.002mg/L以下 蒸発残留物 500mg/L以下
1,4-ジオキサン 0.05mg/L以下 陰イオン界面活性剤 0.2mg/L以下
シス-1,2-ジクロロエチレン及び
トランス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L以下 ジェオスミン ※ 0.00001mg/L以下

ジクロロメタン 0.02mg/L以下 2-メチルイソボルネオール ※ 0.00001mg/L以下
テトラクロロエチレン 0.01mg/L以下 非イオン界面活性剤 0.02mg/L以下

トリクロロエチレン 0.01mg/L以下 フェノール類
フェノールの量に換算して、0.005mg/L
以下

ベンゼン 0.01mg/L以下 有機物(全有機炭素（ＴＯＣ）の量) 3mg/L以下
塩素酸 ※ 0.6mg/L以下 pH値 ※ 5.8以上8.6以下
クロロ酢酸 0.02mg/L以下 味 異常でないこと

クロロホルム 0.06mg/L以下 臭気 異常でないこと

ジクロロ酢酸 0.03mg/L以下 色度 5度以下
ジブロモクロロメタン 0.1mg/L以下 濁度 2度以下
臭素酸 0.01mg/L以下

水質基準項目と基準値（５１項目）
（平成27年４月１日施行）

※ 平成24年度における水質基準超過数上位５項目（基準超過項目数の約８０％を占める） 4



管路の老朽化の現状と課題
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水道施設における耐震化の状況（平成25年度末）
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水道管路は、高度経済成長期に多くの延長が布設されているが、これらの多くは耐震性が低く、震災時の安
定給水に課題がある。全国の耐震適合性のある管路の割合は３４．８％にとどまっており、事業体間、地域間
でも大きな差があることから、全体として底上げが必要な状況である。

【全国値】（平成24年度） （平成25年度）

３３．５％→ ３４．８％
１年間の伸びは１．３ポイント

水道基幹管路の耐震適合率（平成25年度末）
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（人数は、現在給水人口）

耐震化計画の策定状況（平成25年度調査）

耐震化計画策定指針の策定を通じて、水道事業体の耐震化計画の策定支援を行っているものの、中小水道事業体を中心に耐
震化計画策定率は低い状況にあり、水道施設の耐震化を全国的に進めていくためにも、策定率を向上していく必要がある。

【基幹管路における耐震化計画策定状況】

水道の耐震化計画等策定指針の改定（H26末）、指針に基づく計画策定支援ツールの開発（H26末）、発展・普及（H27～）
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